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第１ 本手引きの趣旨について 

 

  

秋田市では、地域密着型サービスの整備を進めるに当たって、適切な事業者の指定

を行うことや良質なサービスを確保することを目的として、『地域密着型サービスの

事業者指定に関する手引き』（以下「実施指針」という。）を作成し、本市の基本的な

考え方を示しています。 

 この『地域密着型サービスの事業者公募に関する手引き（令和７年度募集）』（以下

「公募の手引き」という。）では、第１１次秋田市高齢者プラン・第９期介護保険事

業計画（令和６～令和８年度）に基づき整備を進める地域密着型サービスについて、

最良のサービスを確保するために必要となる適切な事業者を、公募により選定・指定

することを目的として、基本的な事項を示すものです。 

 

※ 実施指針は、本市の地域密着型サービス事業者に対する基本的な方針、指定に係

る秋田市独自の基準等を示すものとして作成しておりますので、この公募の手引き

とあわせ、その内容を必ず確認してください。 
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第２ 地域密着型サービス事業者の公募について 

 

１ 公募するサービスの種類および区域について 

今回募集を行う地域密着型サービスの種類は、「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所」です。 

募集区域は、以下のとおりです。定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所につ

いては、各日常生活圏域に１事業所ずつ整備していく方針としており、既に整備さ

れている日常生活圏域は募集区域外になります。詳しくは、「第５ 秋田市の日常生

活圏域」（P.11）を参照してください。 

募集区域 
市内全域 
※ただし、既に整備済みの北５圏域・南２圏域は除く。詳しくはＰ. 11

の「秋田市の日常生活圏域」をご覧ください。 

募集数量 １事業所 

 

２ 応募可能な事業者について 

 応募可能な事業者は、法人格を有する者又はその予定の者とします。 

ただし、過去５年以内に選定を取り消された者又は第１１次秋田市高齢者プラ

ン・第９期介護保険事業計画期間内に選定を辞退した者（その法人の役員であった

者およびその役員であった者が役員である別法人を含む）は応募できません。 

 

３ 事業開始時期について 

  原則として令和８年度中に事業開始することとします。 

  ※令和８年度末までの開設が難しい事業計画については、ご相談ください。 
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４ 応募手続きについて 

（１）質問等の受付 

公募に関する質問等は、所定の質問書でのみ受け付けます。 

   なお、提出された質問等に対する回答は、提出した法人等に対し順次お知らせ

します。また、回答したすべての内容は、とりまとめのうえ本市ホームページ上

に公開する予定です。 

①  受付期限 令和７年９月２４日（水）正午まで（土日祝日は除く）【厳守】 

②  提出方法 持参、Ｅメール、ＦＡＸ 

③  提出先   秋田市福祉保健部 介護保険課 施設管理担当（本庁舎２Ｆ） 

Ｅ-mail kaigo-jigyosho@city.akita.lg.jp 

         ＦＡＸ番号 ０１８－８８８－５６７３ 

（２）公募申込書の提出 

   地域密着型サービス事業者の公募申込書の提出に当たっては、予定する施設整

備計画に係る関係機関・所管課との事前相談等を経たうえで、所定の様式による

公募申込書等やその他必要な書類等を取りまとめ、受付期間内に提出してくださ

い。 

  受付期間を過ぎてからの公募申込書の提出は、受け付けられません。 

①  受付期間 令和７年１０月８日（水）～１０月１０日（金） 

（受付時間 ９時００分～１６時００分）【厳守】 

  ② 提出部数 正本１部、副本１８部（正本の写し） 

  ③ 提出方法 原則持参 

  ④ 提出先  秋田市福祉保健部 介護保険課 施設管理担当（本庁舎２Ｆ） 

         〒010-8560 秋田市山王一丁目１番１号 

         TEL 018-888-5674 

※持参する日時をあらかじめお電話にてご連絡ください。 

 なお、持参できない場合はご相談ください。 

 

５ 選定について 

（１）事業者の選定 

   提出のあった公募申込書について、次の①から③の順に審査を行い、整備事業

者を選定します。 

① 適合審査（書面審査：審査項目のいずれかに「否」がある場合は選定しません。） 

予定している立地条件で事業を行うことが可能か、「秋田市指定地域密着型 

サービスの事業の人員、設備および運営に関する基準を定める条例」（以下「運
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営基準」という。）や実施指針などに適合しているかを審査項目および審査基

準（P.7～P.9 参照）に基づいて事務局が書面審査のうえ確認します。 

②  １次審査（書面審査：４０点満点・基準点２１点） 

評価項目および評価基準（P.7～P.9 参照）に基づいて事務局が書面審査 

のうえ採点を行い、評価点を決めます。評価点が基準点に満たない場合は選定

しません。 

また、応募が多数の場合には、以下のとおりの申込者を２次審査の対象とし

ます。 

サービス種類 ２次審査対象申込者 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護事業所 

評価点が基準点以上のもののうち、 

上位３者 

③  ２次審査（ヒアリングによる審査：１００点満点・基準点５１点） 

評価項目および評価基準（P.7～P.9 参照）に基づいて、「秋田市地域密着型

サービス運営協議会」（以下「運営協議会」という。）が審査のうえ採点を行

い、評価点を決めます。 

最終的な事業者の選定については、最も評価点の高い事業者のみ選定しま

す。評価点が同点の場合は、選定の可否を含め、運営協議会委員の協議によ

り決定します。評価点の算出方法については、最も高い採点と最も低い採点

の委員を除いた残りの運営協議会委員の採点を集計して、当該委員数で割り

返した点数を評価点とし、１次審査の点数は考慮しないものとします。評価

点が基準点に満たない場合は選定しません。 

なお、２次審査に参加した運営協議会委員の過半数から賛成が得られなか

った事業者については選定しないことがあります。 

（２）審査の打ち切り、選定の取り消し 

  審査の途中又は選定後、次の①から⑤のいずれかに該当した場合には、審査 

の打ち切り又は選定を取り消すことがありますので、十分に留意してください。 

①  自己都合により事業計画を大幅に変更した場合（事業予定地、平面図、工

期等） 

②  事業計画の変更のうち、１次審査の評価項目および評価基準（P.7～P.9  

参照）の配点の減となる変更をした場合 

③  整備事業者の運営上、介護報酬を不正に受給するなど反社会的な事由が判 

明し、整備事業者としてふさわしくないと判断される場合 

④  選定するに当たって付された条件等を満たすことができない場合 
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⑤  その他整備計画を進めるに当たって支障が生じた場合（事業の開始予定日

になっても開始できない等） 

（３）プレゼンテーションおよびヒアリング 

   ２次審査の対象となった事業計画については、プレゼンテーションをしていた

だき、その後運営協議会による質疑応答を行います。 

   なお、日程等の詳細については、１次審査終了後、別途お知らせします。 

（４）結果の通知 

   審査結果は、申込者に対して書面により通知します。（１次審査終了後および

２次審査終了後） 

   なお、２次審査終了後、整備事業者に選定された申込者（以下「整備予定事業

者」という。）に対しては、選定の際に運営協議会から述べられた意見等をもと

に、必要な修正を求めることがあります。また、事業計画を適切に遂行すること

を誓約する書面を提出していただきます。 

（５）選定後の手続き 

   整備予定事業者は、運営基準や実施指針等に適合し、かつ選定の際に修正を求

めた事項を事業計画に反映させたうえで、指定申請をすることになります。 

また、指定申請の内容が選定時の事業計画の内容と著しく相違している又は

１次審査の評価項目および評価基準（P.7～P.9 参照）の配点の減となる変更をし

ている場合や、選定の際に修正を求めた事項が適切に反映されていない場合には、

事業者指定をしないことがありますので注意してください。 

   なお、指定申請に係る手続き等の流れについては、実施指針に沿って行います

ので、参照してください。 

 

６ その他留意事項について 

 （１）整備予定事業者は、社会福祉に対する熱意と理解を有していることが必要で

あるとともに、法人の役員構成や資金計画（借入金の償還能力、事業開始後

３か月分の運転資金の確保等）等が適正であり、施設整備はもとより、健全で

安定した法人運営が可能であることが求められます。 

 （２）計画する施設建物については、建築基準法や消防法はもとより、秋田市条例

で定められている運営基準等、その他関係法令・通知等に沿った内容であるこ

と、また、施設用地については、原則として市街化区域内で農地法、農業振興

地域の整備に関する法律、文化財保護法、都市計画法等に抵触せず、開発行為

が可能であることが前提となります。 

    必ず、公募申込書提出前に関係機関・所管課に事前相談等を行ってください。 
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 （３）交通の利便性や住宅地との距離等から、利用者に対するサービス提供にとど

まらず、地域に開かれた適切な立地条件であることが望まれます。 

 （４）事業者指定後においても事業計画（プレゼンテーションおよびヒアリングで

説明した内容を含む）に基づいた運営が望まれます。なお、本市において、そ

の実施・取組状況を確認し、指導する場合があります。 

 

   ＜地域密着型サービス事業者選定から指定までの流れ＞ 

事業者（事業所） 秋田市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 選定結果通知後の手続きについては、５（５）選定後の手続き（P.5）を参照し

てください。 

※ 指定を受ける際には、必要な書類を不備なく揃えていただく必要がありますの

で、事業開始予定日は余裕を持って設定してください。 

整備予定事業者が社会福祉法人の場合は、建物が完成してから行う登記等様々

な手続きがあることを十分考慮のうえスケジュールを立て、遺漏のないように

手続きを行ってください。 

 ※ 特別な事情により、選定時に設定した事業開始予定日を変更せざるを得ないと

きは、事前に市に相談の上、書面により変更届を提出してください。 

選定結果通知（※） 施設整備 

指定申請 申請受付 

指定通知、公表 事業開始 

公募受付 公募申込 

適合審査 

1 次審査 

２次審査（ヒアリング） 

１次審査結果通知 ヒアリング準備等 

プレゼンテーション 

指定に係る事業者審査 
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第３ 審査項目・審査基準および評価項目・評価基準について 

 

  選定に当たり、以下の審査項目・審査基準および評価項目・評価基準に着目し、

審査を行います。 
＜定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の審査項目・審査基準および評価項目・評価基準＞ 

区分 審 査 項 目 審 査 基 準 評 価 

適 

合 

審 

査 

(1) オペレーター 

①提供時間帯を通じて１以上 

②１人は常勤 

③看護師、介護福祉士、医師、保健師、准看護
師、社会福祉士、介護支援専門員 

④専従 

適 ・ 否 

(2) 定期巡回サービ
スを行う訪問介
護員等 

必要数 適 ・ 否 

(3) 随時訪問サービ
スを行う訪問介
護員等 

提供時間帯を通じて１以上 適 ・ 否 

(4) 訪問看護サービ
スを行う看護師
等（一体型のみ） 

①保健師、看護師又は准看護師 

 常勤換算方法で 2.5 以上（うち１人は常勤の
保健師又は看護師、提供時間帯を通じて１人
以上の看護職員との連絡体制を確保） 

②理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士  

適当数 

適 ・ 否 

(5) 計画作成責任者 
上記の従業者のうち、看護師、介護福祉士、医
師、保健師、准看護師、社会福祉士、介護支援
専門員のいずれかから１人以上 

適 ・ 否 

(6) 事業所の立地 

状況 
事業予定地は北５圏域・南２圏域以外である 適 ・ 否 

(7) 通信機器等 

①利用者が円滑に通報し、迅速な対応を受ける
ことができるよう、事業所に備え、必要に応じ
てオペレーターに携帯させる 

・利用者の心身の状況等の情報を蓄積すること
ができる機器等 

・随時適切に利用者からの通報を受けることが
できる通信機器等 

②適切にオペレーターに通報できるよう、通信
のための端末機器を配布 

適 ・ 否 

(8) 専用の区画、必
要な設備・備品
等 

事業の運営を行うために必要な面積を有する
事務スペース、利用申込の受付、相談等に対応
するのに適切なスペースを確保し、必要な設
備・備品等を確保（特に、手指を洗浄するため
の設備等感染症予防に必要な設備等） 

適 ・ 否 

(9) 法人（又は設立
代表者）の住民
税等の納付状況 

本店所在地（又は設立代表者住所地）および秋
田市における住民税等を滞納していないか（住
民税、固定資産税、軽自動車税、事業所税） 

適 ・ 否 

(10)法人の適切な施
設運営 

市などからの指導等に対して適切に対応して
いる 

適 ・ 否 
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区分 評 価 項 目 評 価 基 準 配 点 （点） 

 

(1) 代表者の実績・
経験年数 

介護保険事業の経験年数 
５年以上(３)、２～４年
(１)、０～１年(０) 

(2) 代表者の現場経
験年数 

利用者等に対する直接処遇職員としての経験
年数 

５年以上(３)、２～４年
(１)、０～１年(０) 

(3) 介護福祉士の 

配置 

定期巡回サービス、随時訪問サービスを行う訪
問介護員等のうち常勤の介護福祉士の割合 

５割以上(３)、４割以上
(１)、４割未満(０) 

(4) 未設置圏域への
整備 

日常生活圏域における定期巡回・随時対応型訪
問介護看護事業所の未設置圏域を事業予定地
としている 

中央・東・西(５) 

北・南(０) 

(5) 周辺道路の状況 事業予定地に隣接する道路の状況 
幹線道路に隣接している
(５)、隣接していない(０) 

 

１ 

次 

審 

査 

(6) 周辺住宅の状況 住宅地内の事業予定地の選定 

半径 50m 以内に住家として
の家屋が 10 棟以上(５)、５
棟以上 10 棟未満(３)、５棟
未満(０) 

(7) 地域包括ケアシ
ステムにおける
環境 

地域包括ケアシステムにおいて連携が重要と
なる機関（地域包括支援センター、医療機関）
が近くにある 

半径 1 ㎞以内に地域包括支
援センターと医療機関があ
る(５)、いずれかがある
(３)、いずれもない(０) 

(8) 居住施設との 

併設等 

同一の敷地内、隣接する敷地内もしくは同一の
建物に居住施設（有料老人ホーム、サービス付
き高齢者向け住宅等）の有無 

なし(５)、あり(０) 

(9) 法人の介護保険
事業の経験年数 

介護保険事業の経験年数 
６年以上(３)、３～５年
(１)、０～２年(０) 

(10)法人の訪問サー
ビス事業の運営
の有無 

指定訪問介護事業所又は指定訪問看護事業所
を運営している 

あり(３)、なし(０) 

２ 

次 

審 

査 

(1) 事業予定地の 

評価 

・住宅地や幹線道路に近接しているなど、定期
又は随時の訪問がしやすい環境 

・近くに地域包括支援センター、医療機関があ
るなど、地域包括ケアシステムにおける他の機
関と連携が図りやすい環境 

(10) 

(2) 法人の資金力、 

経営の安定性 

・事業計画に係る資金計画の適当性 

・法人の財務状況の健全性 

・法令遵守の考え方 

(10) 

(3) 応募した動機 
・事業に対する熱意・意欲 

・熱意・意欲を裏付ける経験・実績の有無 
(10) 

(4) 地域密着型サー
ビス、地域包括
ケアシステムに
対する考え方 

・地域密着型サービス、地域包括ケアシステム
についての考え方 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護の担う役
割についての考え方 

(10) 
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(5) 職員の採用、育
成の計画および
職員処遇 

・当該事業における知識を有する職員の具体的
な採用・研修育成の方法 

・職員の処遇(給与体系､福利厚生､職員通勤等) 
(10) 

(6) 危機管理体制 
緊急時や非常災害時の体制、衛生管理体制につ
いての考え方 (10) 

(7) 降雪期の訪問に
おける対応 

定期的な訪問に加え、利用者からの通報に応じ
た随時の訪問が必要となり、機動性が求められ
る定期巡回・随時対応型訪問介護看護において
降雪期への対策 

(10) 

(8) 利用者の心身の
状況等の情報を
蓄積する機器や
利用者からの通
報において使用
する通信機器等
の機能､対応方
法 

・利用者の心身の状況等の情報を蓄積し、円滑
に利用者からの通報を受け、迅速な対応ができ
る通信機器等の機能 

・通信機器等の携帯・配布体制および職員の対
応方法 

(10) 

(9) 事業実施地域に
おけるニーズの
把握状況、利用
者の確保に対す
る考え方 

・事業実施地域におけるニーズの把握状況 

・隣接・併設する居住施設（有料老人ホーム・
サービス付き高齢者向け住宅等）の利用者への
サービス提供に関する考え方も含め、利用者の
確保についての考え方 

(10) 

(10)その他セールス
ポイント 

独自性のある取組み・セールスポイント (10) 
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第４ 人員・設備基準等について 

 

 ＜定期巡回・随時対応型訪問介護看護の人員基準・設備基準の概要（基準条例７～９条）＞ 

従
業
者
の
員
数 

(1)オペレーター ①提供時間帯を通じて１以上 

②１人は常勤 

③看護師、介護福祉士、医師、保健師、准看護師、社会福祉士、介護支援専門員（オ
ペレーターが勤務する時間以外の時間帯において、当該オペレーター又は看護師
等との緊密な連携を確保することにより、利用者からの通報に適切に対応できる
場合は、サービス提供責任者として１年以上(特に業務に従事した経験が必要な
者として厚生労働大臣が定めるものにあっては、３年以上)従事した者を充てる
ことも可） 

④専従（利用者の処遇に支障がない場合は兼務可、同一敷地内にある施設等の職員
を充てることも可） 

(2)定期巡回サービス
を行う訪問介護員
等 

必要数 

(3)随時訪問サービス
を行う訪問介護員
等 

提供時間帯を通じて１以上 

(4)訪問看護サービス
を行う看護師等
（一体型のみ） 

①保健師、看護師又は准看護師 常勤換算方法で 2.5 以上（うち１人は常勤の保健
師又は看護師、提供時間帯を通じて１人以上の看護職員との連絡体制を確保） 

②理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 適当数 

(5)計画作成責任者 上記の従業者のうち、看護師、介護福祉士、医師、保健師、准看護師、社会福祉士、
介護支援専門員のいずれかから１人以上 

管
理
者 

常勤専従（管理上支障がない場合は、その他の職務に従事できる） 

設
備
・
備
品
等 

(1)通信機器等 ①利用者が円滑に通報し、迅速な対応を受けることができるよう、事業所に備え、
必要に応じてオペレーターに携帯させる 

  ・利用者の心身の状況等の情報を蓄積することができる機器等 

  ・随時適切に利用者からの通報を受けることができる通信機器等 

②適切にオペレーターに通報できるよう、通信のための端末機器を配布 

(2)専用の区画、必要
な設備・備品等 

①事業の運営を行うために必要な面積を有する事務スペース、利用申込の受付、相
談等に対応するのに適切なスペースを確保 

②必要な設備・備品等を確保（特に、手指を洗浄するための設備等感染症予防に必
要な設備等） 

※１ 運営基準その他詳細については、「秋田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備およ

び運営に関する基準を定める条例」等の基準条例および「指定地域密着型サービス及び指定

地域密着型介護予防サービスに関する基準について」の解釈通知等を参照してください。 

※２ 訪問介護員は、介護福祉士、介護福祉士実務者研修修了者又は介護職員初任者研修課程修

了者であることが必要です。（生活援助従事者研修課程修了者は従事できません。） 
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第５ 秋田市の日常生活圏域（募集区域） 

 

圏域＼ 

サービス種類 

定期巡回・ 

随時対応型訪

問看護介護 
住所（大字） 

募集区域 

中

央 

中１ 応募可 
八橋（字イサノを除く）､高陽､山王､大町､旭北､千秋（久保

田町を除く） 

中２ 応募可 旭南､川元､川尻､茨島､卸町 

中３ 応募可 泉、保戸野 

中４ 応募可 中通、南通、楢山 

東

部 

東１ 応募可 千秋久保田町､手形､手形山､東通 

東２ 応募可 
旭川、新藤田、濁川、添川、山内、仁別、柳田、太平、下

北手 

東３ 応募可 横森、桜、桜ガ丘、桜台、大平台、広面、蛇野 

東４ 応募可 河辺 

西

部 

西１ 応募可 新屋勝平町 

西２ 応募可 新屋、浜田、豊岩、下浜 

南

部 

南１ 応募可 牛島､大住、大住南(一丁目)、山手台、上北手、南ケ丘 

南２ × 仁井田、大住南(二・三丁目)、御野場、御所野、四ツ小屋 

南３ 応募可 雄和 

北

部 

北１ 応募可 八橋字イサノ、寺内、土崎港南、将軍野南 

北２ 応募可 将軍野東、将軍野、外旭川 

北３ 応募可 
土崎港東､土崎港中央､土崎港西、土崎港相染町、土崎

港古川町 

北４ 応募可 土崎港北、港北、飯島（JR 東） 

北５ × 飯島（JR 西）、下新城、上新城、金足 
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第６ 公募申込の様式について 

 

１ 公募申込様式 

公
募
申
込
書
等 

① 公募申込に係る提出書類一覧                  【様式１別紙】 

② 公募申込書                          【様式１】 

③ 地域密着型サービス事業計画概要書               【様式２】 

④ 法人の沿革                          【様式３】 

⑤ 誓約書・役員等名簿                       【様式４】 

⑥ 事業計画提案書                        【様式５】 

⑦ 代表者・管理者の経歴書                    【様式６】 

資
金
計
画 

⑧ 資金計画書                          【様式７】 

⑨ 借入金返済計画書                       【様式８】 

⑩ 資金収支見込書                        【様式９】 

２ 添付書類   ◎＝必須、○＝該当する場合のみ 

 書類名 
既存 

法人 

新設 

法人 

施
設
計
画 

① 事業所予定地の案内図 

② 建物計画図（平面図、立面図、配置図） 

③ 現況写真（事業所予定地およびその周辺）※既存建物の場合は、建物外部の

写真も添付のこと。 

④ 土地登記事項証明書（要約書は不可） 

⑤ 【自己所有以外の土地の場合】土地売買（贈与）確約書又は土地貸借確約書 

⑥ 【既存建物の場合】建物登記事項証明書（要約書は不可） 

⑦ 【自己所有以外の既存建物の場合】建物売買（贈与）確約書又は建物貸借確

約書 

◎ 

◎ 

◎ 

 

◎ 

○ 

○ 

○ 

 

◎ 

◎ 

◎ 

 

◎ 

○ 

○ 

○ 

 

法
人
の
概
要 

⑧ 法人の定款およびその登記事項証明書 

⑨ 給与規程および就業規則 ※新設法人の場合は案で提出 

⑩ 決算報告書（貸借対照表、損益計算書）※過去３年分。親会社がある場合は、

応募法人分のほかに当該親会社分も、また、介護事業以外の事業を展開して

いる法人にあっては、介護事業分がわかる書類も添付のこと。 

⑪ 秋田市で発行された秋田市の市税に滞納が無いことの証明（完納証明書）  

⑫ 【本社所在地が市外の場合】本社所在地の市区町村で発行された市区町村税

に滞納が無いことの証明（完納証明書）又は直近２年度分の法人市区町村民

税および令和６年度・令和７年度の固定資産税の納税証明書 ※非課税の場

合はその旨の証明書。固定資産が無い場合にはその旨の証明書。 

⑬ 秋田市で発行された設立代表者個人の令和６年度・令和７年度の固定資産税

の納税証明書 ※非課税の場合はその旨の証明書。固定資産が無い場合には

その旨の証明書。 

⑭ 【代表者の住所地が市内の場合】秋田市で発行された設立代表者個人の令和

６年度・令和７年度の住民税の納税証明書 

⑮ 【代表者の住所地が市外の場合】設立代表者個人の住所地の市区町村で発行

された令和６年度・令和７年度の住民税および固定資産税の納税証明書。※

非課税の場合はその旨の証明書。固定資産が無い場合にはその旨の証明書。 

⑯ 過去６年の間に受けた介護保険法に基づく行政処分又は勧告の内容【参考様

式 10】 

⑰ 過去３年分の指導監査結果一覧（指導区分が文書指摘、口頭指摘で介護保険

法に基づくもの、秋田市又は他指定権者から過去に指導を受けた場合のみ）

【参考様式 11】                       

◎ 

◎ 

◎ 

 

 

◎ 

○ 

 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

－ 

 

 

◎ 

 

◎ 

－ 

◎ 

－ 

 

 

－ 

－ 

 

 

 

◎ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

－ 

 

－ 
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３ 提出に係る留意事項（※必ずお読みください） 

① 公募申込書類の作成に当たり、建物計画図（平面図、立面図、配置図等）は、

施設計画の設備機能などが確認できるよう、テーブル等の家具の配置を記載する

など、選定審査を念頭に詳細が確認可能なものとしてください。 

建物配置図 

・敷地と建物の位置関係がわかるようにすること。 

・敷地と道路の位置関係、面積、幅員等がわかるようにすること。 

各階平面図 

・部屋ごとに名称､壁芯面積を記入すること。 

・通り芯を消し、壁・柱は塗りつぶすこと。 

② 現況写真は、紙媒体のほか電子媒体（メール）で提出してください。 

撮影方法は、以下のとおりです。 

（更地の場合） 

・建設予定地を４方向から撮影 

・建設予定地が面している道路、隣接する建物等の状況がわかるように撮影 

 （既存建物の場合） 

  ・建物外部を４方向から撮影 

  ・事業所予定地が面している道路、隣接する建物等の状況がわかるように撮影 

※撮影位置を案内図に示してください。 

③ いったん提出された公募申込書等の書類一式を返却することや、一部書類を差

し替えるといったことはできません。公募申込書の提出に当たっては、不備等が

ないか十分に確認をしたうえで行ってください。ただし、所定の公募申込書等の

ほか、本市が必要と認める場合には、書類の差し替え、追加書類の提出を求める

場合があります。 

④ 公募申込書類の作成にともなう経費は、応募事業者の負担となります。 

⑤ 様式・添付書類は原則Ａ４（各提出書類ごとに両面印刷）で提出してください。

ただし、図面等Ａ４によりがたいものについてはＡ３での提出を認めます。 

⑥ 上表の提出書類の順に、各ページの下部中央にページを記載してください。 

⑦ 様式１別紙（公募申込に係る提出書類一覧）にあるインデックス番号に合わせ、

各項目にインデックスを取り付けてください。 

⑧ 様式１別紙（公募申込に係る提出書類一覧）は巻頭につけてください。（ペー

ジおよびインデックスは不要。） 

⑨ 全体をフラットファイルで綴り、表紙に法人名･事業所名を記入してください。 
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⑩ 提出された書類は、本市の情報公開条例に基づき、整備法人（事業者）名、そ

の他の情報（個人情報および内部管理情報等を除く。）を公開することがあります。 
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令和７年９月 

 

秋田市福祉保健部介護保険課 

 

〒０１０-８５６０ 秋田市山王一丁目１番１号 

電話 ０１８－８８８－５６７４ 

FAX ０１８－８８８－５６７３ 


